別紙１　
重度障害者等緊急生活支援事業業務
企画提案公募に係る業務内容

第１　事業の目的　
　　  平成２６年４月からの消費税率の引き上げを受け、重度障害者や要介護度の高い高齢者等に対し、増税の影響を軽減するため、介護用品等を含む生活必需品等の購入に利用できる商品券を配布する。
第２　事業内容  

平成２６年１月１日を基準日とし、次のいずれかに該当する府民等に対し、商品券の配布を行う。なお、商品券の金額は対象者１人につき３，０００円とし、複数該当する者であっても、１人として取り扱うものとする。

　（１）　重度障害者(特別障害者手当等受給者)  ( 5,435人)

　（２）　重症難病患者                　　　 ( 1,524人)

　（３）　小児慢性特定疾患重症患者    　　　 (   197人)

　（４）　要介護４及び要介護５の高齢者 　　　(28,418人)

        　　　　　　　　　　　 （35,574人≒約36,000人)

第３　実施時期

商品券の配布は、事業の趣旨を踏まえ、消費税率引き上げ後速やかに行うこととし、その時

期については、原則次のとおりとする。

　（１）　商品券の配布時期は平成２６年４月末に開始するものとする。

　（２）　商品券の使用期間は平成２６年５月から８月の間の４箇月とする。

　（３）　商品券の精算期間は平成２６年９月から１１月の間の３箇月とする。

第４　業務の内容　
　　  業務は重度障害者等に商品券を配布するための業務のほか、対象者等からの問い合わせへの
対応、商品券の精算業務等当該事業に関する業務全般とする。
１　事業案内書類、商品券交付申請書類の作成・発送業務
（１）事業案内及び交付申請書類を作成し、対象者へ送付すること。
　　 （２）対象者のリストは、委託契約後速やかに、京都府から提供する。　　　   

２　協力店舗の募集業務
（1） 協力店舗は介護関連用品を含め、広く生活必需品等を販売する業種とし、所在地については京都府内に限るものとする。　
（2） 利用者の利便性を考慮し、必ず、京都府内のすべての市町村において協力店舗を一定以上確保すること。
（3） 店舗における商品券の円滑な使用に資するため、必要に応じて、店舗用の対応マニュアル等を作成すること。
（4） 商品券の発送（原則４月末まで）までに協力店舗リストを作成すること。

　３　事業の周知に関する業務
　　　事業の広報に努めるとともに、必要に応じて、広報に関する媒体物を作成すること。
４　申請書類の回収・点検、商品券発行・発送業務、申請督促業務
（1） 交付する商品券を発行すること。商品券の金額は対象者１人につき３，０００円とするが、１枚あたりの額面及び枚数については、対象者が利用しやすいように配慮すること。併せて、使用説明書を作成すること。
（2） 申請書類を回収・点検のうえ、商品券、使用説明書及び協力店舗リスト（以下、商品券等という。）を対象者あて発送すること。
（3） 商品券等の発送は原則 平成２６年４月末までに開始すること。また、申請のなかった者に対しては、督促書類を作成のうえ、必要に応じて随時督促すること。
（4） 対象者の実態を考慮し、申請期限については、十分配慮するとともに期限後の申請についても可能な限り対応すること（概ね利用終了の１箇月前まで）。
（5） 申請書類が対象者の住所変更等により返送された場合は、京都府の指示により適切に再送等の対応をとること。
（6） 商品券の利用期間は原則 平成２６年５月から平成２６年８月までの４ヶ月間とする。
５　問い合わせ窓口の設置・運営業務

（1） 交付対象者及びその関係者、協力店舗のほか一般府民等からの問い合わせに適切に対応できる体制を整えた、問い合わせ窓口を設置すること。

（2） 問い合わせ窓口は遅くとも申請書類の発送までに設置し、商品券の精算が終了するまで運営すること。

　６　商品券精算業務
（1） 協力店舗から商品券を回収し、代金を精算すること。
（2） 精算期間は原則 平成２６年９月～平成２６年１１月末までの３ヶ月間とする。

第５　業務推進上の留意点
１　申請書類、商品券、店舗用対応マニュアル等対象者等へ送付する書類の作成にあたっては、京都府と協議のうえ作成すること。

２　上記第４の委託業務を実施するために必要な人員を配置するとともに、業務の進捗管理、

府との調整等を行う事業推進管理者を設置すること。
３　本業務に係る経費については、他業務経費と明確に区分すること。

４　業務の一部、又は全部の再委託については、原則認めないこと。
５　業務の遂行について、京都府の求めにより随時報告をするとともに、業務が完了したときは京都府の定める方法により報告書を提出すること。

６　商品券代金のほか、申請書類や商品券の郵送費用等については、対象者数が減少した場合には、委託料から減額して支払うことがあること。
